
国
民
年
金
・
厚
生
年
金
の
お
知
ら
せ

裁
定
請
求
書
の
事
前
送
付
を

実
施
し
て
い
ま
す

　

昨
年
10
月
か
ら
社
会
保
険
庁
で

は
、
年
金
を
請
求
さ
れ
る
方
の
利

便
性
の
向
上
と
裁
定
請
求
漏
れ
を

防
ぐ
た
め
、
老
齢
基
礎
年
金
お
よ

び
老
齢
厚
生
年
金
の
受
給
年
齢
を

迎
え
ら
れ
る
方
に
、
社
会
保
険
庁

が
管
理
し
て
い
る
年
金
加
入
期
間

等
を
あ
ら
か
じ
め
印
字
し
た
年
金

の
請
求
書
（
裁
定
請
求
書
）
を
、

社
会
保
険
業
務
セ
ン
タ
ー
か
ら
ご

本
人
宛
で
送
付
し
て
い
ま
す
。

　

裁
定
請
求
書
を
受
け
取
ら
れ
た

方
は
、
ご
自
身
の
納
付
記
録
や
職

歴
を
確
認
の
上
、
裁
定
請
求
を
行

っ
て
く
だ
さ
い
。

■
送
付
対
象
者
・
送
付
時
期

〇
年
金
の
受
給
資
格
が
あ
る
方
で

厚
生
年
金
に
１
年
以
上
加
入
履

歴
が
あ
り
、
60
歳
で
受
給
権
が

発
生
す
る
方
に
は
、
60
歳
に
到

達
す
る
３
カ
月
前
に
裁
定
請
求

書
が
送
付
さ
れ
ま
す
。

〇
国
民
年
金
の
み
加
入
の
方
や
、

60
歳
か
ら
64
歳
ま
で
の
間
に
受

給
資
格
を
満
た
し
て
い
る
が
裁

定
請
求
を
ま
だ
行
っ
て
い
な
い

方
な
ど
で
、
65
歳
で
受
給
権
が

発
生
す
る
方
に
は
、
65
歳
に
到

達
す
る
３
カ
月
前
に
裁
定
請
求

書
が
送
付
さ
れ
ま
す
。

※
年
齢
到
達
日
は
誕
生
日
前
日
が

到
達
日
に
な
り
ま
す
。

■
裁
定
請
求
の
案
内
（
は
が
き
）

の
送
付
に
つ
い
て

　

60
歳
到
達
後
に
受
給
権
が
発
生

す
る
方
、
受
給
資
格
が
確
認
で
き

な
い
方
に
は
、
社
会
保
険
業
務
セ

ン
タ
ー
か
ら
裁
定
請
求
に
つ
い
て

お
知
ら
せ
す
る
「
は
が
き
」
が
送

付
さ
れ
ま
す
。

■
問
合
せ

国
民
年
金
の
み
加
入
の
方

〇
市
庁
舎
本
館
保
険
年
金
課

　

年
金
係　
　
（
内
線
２
４
３
６
）

〇
東
予
総
合
支
所
市
民
生
活
課

　

保
険
年
金
係　
（
内
線
１
５
３
）

〇
丹
原
総
合
支
所
市
民
生
活
課

　

保
険
年
金
係　
（
内
線
２
０
８
）

〇
小
松
総
合
支
所
市
民
生
活
課

　

保
険
年
金
係　
（
内
線
１
３
３
）

厚
生
年
金
の
加
入
期
間
の
あ
る
方

　

新
居
浜
社
会
保
険
事
務
所

TEL
０
８
９
７―

３
５―

１
３
０
０

■重度心身障害者・母子家庭・乳幼児医療費助成の受給資格等

対　　　　象 所得税要件

重
度
心
身
障
害
者

母
子
家
庭

乳
幼
児

種別
受　給　資　格

申請時に必要なもの

身体障害者手帳１・２級

身体障害者手帳３級

療育手帳Ｂ

身体障害者手帳３～６級と
療育手帳Ｂ

療育手帳Ａ

入院：小学校就学前まで
外来：４歳誕生月の月末まで

配偶者が障害などで母子家庭
と同様の事情にある方

祖母と孫、姉と弟妹、父母のい
ない児童など、準母子家庭の方

母と同じ保険に加入している
20歳までの児童（学生の方は
この限りではありません）

母（生計維持
者）が非課税

な　し

な　し

非課税世帯

身体障害者手帳および療育
手帳、保険証、印鑑

　市では、重度心身障害者、母子家庭、乳幼児を対
象とした医療費の一部助成を行っています。
　受給資格があるにもかかわらず医療費助成の申請
を行っていない方、平成16年中の所得税が非課税の
ため新たに該当すると思われる方は、市庁舎本館保
険年金課、または各総合支所市民生活課で申請手続
きを行ってください。なお、平成17年中の所得税が
非課税のため新たに該当する方の申請手続きは、６
月末からになります。
※すでに西条市の重度心身障害者、母子家庭、乳幼児の医療

　費受給者証をお持ちの方は、手続きの必要がありません。

身体障害者手帳および療育
手帳、保険証、印鑑
※平成17年１月２日以降に転入
　した方、市外に住所があり西
　条市の国民健康保険証をお持
　ちの方は、所得税が非課税と
　分かる書類（課税証明書、源
　泉徴収票など）

保険証、印鑑

保険証、印鑑
※平成17年１月２日以降に転入
　した方は、所得税が非課税と
　分かる書類（課税証明書、源
　泉徴収票など）

■問合せ
〇市庁舎本館保険年金課　医療係　内線2434
〇東予総合支所市民生活課　保険年金係　内線154
〇丹原総合支所市民生活課　保険年金係　内線208
〇小松総合支所市民生活課　保険年金係　内線135

平成18年４月から
障害者自立支援法 が施行されます

　障害種別に関係なく一元化されたサービスを
永続的に提供するため、４月から「障害者自立
支援法」が施行されます。
　この法律の主な項目は次のとおりです。

　自己負担額については、家族や本人の所得状
況などによって限度額を設定しています。また
減免制度を設けており、安心してサービスが利
用できるようになっています。
　なお、個々の制度の詳細については、今後随
時お知らせします。
■問合せ
〇市庁舎別館社会福祉課　　内線2326
〇東予総合支所福祉課　　　内線131
〇丹原総合支所保健福祉課　内線212
〇小松総合支所保健福祉課　内線124

　身体、知的、精神の３障害で異なって
いたサービスが一元化されます。

　サービスを利用した方の自己負担が原
則として１割となります。（応能負担か
ら応益負担への変更）

　障害者の就労を積極的に支援するとと
もに、身近な地域で自立した生活が送れ
るよう、公の責務が明確化されます。

11 広報さいじょう　2006　　２月号


